
















2026/0８/20 

２０２６年９月 一般質問 V4.２ 

丹波篠山市議会議員 安井博幸 

議席番号 15 番安井博幸です。議長の許可を得ましたので通告に従い一般質問を行います。 

１． 人事院勧告の影響と特別職の報酬改定を問う 

１－１．人事院勧告による人件費の増大と財政収支見通しの乖離 

令和 8 年度の人事院勧告では、国家公務員の月例給を平均 15,056 円（3.51％）引き上げ、ボ

ーナスを年間 4.70 月分へ引き上げることなどが示されています。本年の人事院勧告は、「実力本位

で活躍できる公務」、「働きやすさと成長が両立する公務」、「誰もが挑戦できる開かれた公務」、「高

い使命感とやりがいを持って働ける公務」といった柱により構成されています。この人事院勧告に伴

い、わが市の令和 8 年度の人件費は、どの程度増額補正になるのか、また財政持続的発展計画に

おける令和 8 年度の人件費 46 億４千万円から大きく乖離する事の見解をお尋ねします。 

 



１－２．特別職等報酬審議会に諮問すべきでは 

1999 年の篠山市誕生以来 27 年間も、わが市の議員報酬は 35 万円/月で据え置かれてきまし

た。近年、市の一般会計における議会費の占める割合は約 0.8％です。議員報酬のアップは、意欲

的な議員候補者を確保するためにも重要です。 

また、市長、副市長そして教育長という特別職の報酬も据え置かれてきました。平成 19 年には市

長自ら 20％カット、翌年から行財政改革により市長 30％、副市長と教育長は 15％カットされていま

す。来年 2 月 14 日には市長選挙が投開票されます。意欲ある市長候補の出現を促すためにも、

市として適正な報酬を提示すべきではないでしょうか。 

わが市において、特別職の報酬を改定する場合は、特別職等報酬審議会に諮問する事が条例で

定められています。この審議会は議員報酬等について、合併直後に一度開催されただけで、それ以

来開催されていません。この 1/4 世紀の物価上昇は、長いデフレの期間もあったので約 1 割から 2

割上昇との事です。人事院勧告のような仕組みのない市特別職も定期的に報酬を改定すべきで

す。私は特別職等報酬審議会へ特別職の報酬を諮問すべきと考えますが、見解をお尋ねします。 

 

２． 市長は市広報の政治的利用を避けよ 

２－１．市長 Hot トークのページについての見解を問う 

市の広報紙「丹波篠山」は、市民の税金で発行され、全世帯に配られる行政広報です。その市報

紙に、「市長 Hot トーク」という見出しと市長の似顔絵を載せて、市長個人を前面に出す形で市の事

業などを紹介するのは、単なる事業報告ではなく、公費を用いた現職市長の露出強化と印象操作を

行うツールとして、政治利用と受け取られる恐れもあります。市政として市民に伝えるべき情報なら、

担当課が客観的に書けば事足ります。事業の目的、費用、効果、課題、今後の見通しを市民に分か

るように載せれば良いのです。これは、政治家でもある公職者としての作法の話です。（資料１を映し

てください。） 

わが市に隣接する近隣自治体の広報紙を調べました。三田市はわが市と同じように 1 ページ、西

脇市は半ページの市長のページがありました。しかし、丹波市、加東市、福知山市、京丹波町、能勢

町そして猪名川町の６自治体広報紙にはありませんでした。後者の首長は、事業周知を図るものとし

て広報紙を活用されており、自身の露出を自重されているのではないかと拝察します。 

丹波篠山市長選挙は来年２月 14 日に投開票が行われます。現職の酒井市長が、全世帯に配

布される市広報紙に毎月 1 ページを使って市長の似顔絵と共に市の事業を紹介するのは、事前運

動のように受け取られる方もいるのではないでしょうか。「李下に冠を正さず」です。公職者なら市民に

疑問を抱かせるようなことは避けるべきです。「市長 Hot トーク」で露出することが、市長選挙に向けて

の政治的 PR とも受け取られかねないことについての酒井市長の見解をお尋ねします。 

 

２－２．市長の個人的発言には SNS の利用を 

来年２月の市長選挙に酒井市長が立候補されるかどうかは、未だ意思表示をされていません。酒

井市長は facebook の個人アカウントをお持ちですが、ほとんど情報発信をされていません。高市首

相やトランプ大統領のように X での情報発信もされていません。以前、総務文教常任委員会の視察

で一度お出会いした飛騨市の都竹淳也（つづく じゅんや）市長は、facebook において頻繁に情報



発信されています。酒井市長は自ら SNS を使っての情報発信をされず、その一方で市広報紙にご

自分の似顔絵入りで「市長 Hot トーク」という見出しで情報発信を続けておられます。 

わが市は財源不足が見込まれ厳しい財政状況です。今後歳出を削減するために、事業の縮小や

廃止による市民サービスの低下も考えられます。市民サービスを削る前に、市広報紙の限られた紙

面から市長個人の露出枠を削るべきではありませんか。（資料１を終えてください。） 

 私は市の広報紙の似顔絵入りで「市長 Hot トーク」というコーナーを廃止し、その代わりに facebook

等の SNS を活用し市長ご自身で情報発信をされるのが良いと考えますが、見解をお尋ねします。 

 

３．教育行政の今後の課題は統廃合ではないか 

３ー1．谷口元教育長の回顧録を市史編纂の資料として活かせないか 

令和 8 年７月に発行された「郷友」第４７４号に、初代篠山市教育長の谷口哲さんが、戦後の多

紀郡から丹波篠山市までの「教育の推移と思い出」と題して 14 ページにわたって寄稿されていまし

た。酒井市長も丹後教育長もこの「郷友」の会員ですから、読まれたと拝察します。（資料２を映してく

ださい。） 

「郷友」は、多紀郷友会により明治 24 年に創刊されました。丹波篠山市在住者、出身者及び縁

故者間の親交を計り、併せて郷土の発展に寄与することを目的としています。谷口氏の寄稿には、多

紀郡において戦後、義務教育がどのように行われてきたかが詳しく記述されており、市史編纂におい

ても貴重な資料と感じましたが、教育長としてはどのようにとらえておられるのかお尋ねします。 

 

３―２．谷口元教育長の少子化には学校の統廃合しかないとの指摘をどう受けとめたか 

 谷口元教育長は教育行政の喫緊の課題として、「市内の小・中学校の統廃合」を挙げておられま

す。それに関しての「郷友」第４７４号 P32 の８．丹波篠山市の教育行政の課題から谷口氏の文章を

引用します。 

“丹波篠山市の教育行政の喫緊の課題に、「市内の小・中学校の統廃合」の課題がある。 

これは、今突然に発生した課題ではなく、日本の少子化が進んでいく 30 年も前から予想

できていたし、特に過疎化の著しい地方・地域は、児童・生徒の減少が確実であること

は、統計上からも判明していた。 

丹波篠山市内の小学校を見ると、令和６年の統計では、児童数の最も少ない学校で、全

校生徒 27 人、１学年 3～6 人で複式学級も止む無し、次が全校生 57 人次は 63 人 81 人と続

くが、今、市内の小学校総数は 1872 人であるが、学年が下がるにつれてその人数は減少

し、ちなみに今の４歳児が小学生になる２年先には、１年生は市内全部で１９９人となっ

てしまう。こうした子どもの減少は、急な回復は望めない。しかし子どもは日々成長して

いく。子どもの教育は待った無なのである。少子化による教育現場の崩壊はあってはなら

ないし、そのための対策には統廃合の道しかなかろう。” 

と書かれています。（資料２を終えてください。） 

私もその通りだと思いますが、谷口元教育長のこのご意見について、市の教育行政を預かる責任

者の丹後教育長と酒井市長の見解をお尋ねします。 

以上でこの場での質問を終えます。 



 
資料１ 



 
資料２ 












































































































































